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研究成果の概要（和文）： 
課題１の「消費者が信頼を寄せる情報の検証」では、日本人にとって一番なじみのある

食品かつ生で食べることからみかんを用いて学生と一般人を対象に、二酸化炭素量と価格
から１２回みかんを選ぶ実験と仮想調査を実施した。実験および調査の結果、食品を対象
とした時も、一般的に環境意識の高い人は低い人に比べて二酸化炭素削減への価値は高い。
さらに、仮想的な支払意志額が高くなる Hypothetical bias の発生が確認されないことか
ら環境に関しては実験と仮想調査との環境の違いが意思決定に影響を起こしにくいことが
分かった。 

課題２の「生産者の安全確保努力の動学的検証」のための理論モデルでは、消費者と生
産者の両者の努力によってリスクが決まる Double moral hazard を考える。市場にリスク
情報を提供するプロバイダーが存在する状況において、消費者と生産者の最大化問題およ
び社会厚生を理論的に考察し、情報プロバイダーの存在は社会厚生的に重要であることを
証明した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
  A first purpose “Trust information for consumers” was conducted in a real buying 
experiment and a hypothetical survey. Both of them were recruited subjects as 
students and non-students. Subjects selected one of three oranges based on price and 
the amount of carbon dioxide (CO2) in front of oranges. Since subjects received 
monetary endowment at each session, they selected an orange under it. The results 
both the experiment and the survey were shown that high environmental 
consciousness consumers value oranges with low CO2. Moreover there was not shown 
a Hypothetical bias such that willingness to pay in hypothetical condition is higher 
than that in real condition. 

Second purpose “Theoretical analysis on food safety for producer’s behavior” was 
constructed under double moral hazard problem. Consumers and producers had an 
internal effort variable, respectively. According to the models, social function with 
information provider on safety was constructed also. Based on risk function consisted 
both effort variables, maximization problems in each player were solved. The 
theoretical proof was shown the validity of information provider. 
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１．研究開始当初の背景 
食の安全に関する国外での研究動向は、消

費者の選好表明に重点が置かれてきた。Fox 
et al. (2004)と Hayes et al. (2004)は豚肉の
Ｘ線殺菌のリスクが、Marette et al. (2009)
は魚を食べるデメリットの情報が、需要を減
らすことを食べさせる実験で観察した。しか
し、表明選好法に基づく研究では、アンケー
トと実験から算出された選好の差異（仮想バ
イアス）が政策評価における最大の障害とさ
れてきた経緯があり、食に関しても、Lusk 
and Shoroder(2004)によって品質の異なる
牛肉に対する選好の仮想バイアスが立証さ
れた。一方、国内では、申請者の業績が、亜
硝酸ナトリウムの良い情報（防菌と風味の増
加）と悪い情報（発癌性）を同時に公開する
と、実際に購買・消費する実験では良い情報
が、アンケートでは悪い情報が、亜硝酸ナト
リウム入りのハムの需要に影響を与える仮
想バイアスを発見した。 
 これらの研究では、食品の安全性を一時的
な取引や選好表明のみによって評価してき
た。しかし、食が人間生活の根幹を支える日
常生活に不可欠な財であることを考慮する
と、日常生活における食の消費と生産行動の
変化を検証するには、動学的な理論構築と現
実の生活に合わせたタイムラインでのデー
タの収集が不可欠である。そこで、本研究で
は、安全で安心な食品の効率的流通を支える
ために、実生活に沿った中期的な時間軸から、
風評被害などの一時的ショックによる需要
の激減を防止し、食の安全確保のための生産
者の適正な努力を促すための情報公開制度
の設計を、経済理論、実験室実験、フィール
ド実験およびアンケートの相互フィードバ
ックから検証する。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、中期的な時間軸から、安

全で安心な食品の効率的流通促進のための
情報公開制度の設計を、経済理論と実験室実
験・フィールド実験・アンケートの相互フィ
ードバックから検証することである。風評被
害などの外生的ショックは対象食品の需要
を激減させ、適正な努力を行っている生産者
にまでも多大な損害を与えるが、そこからの
需要の回復は消費者の忘却頼りで、抜本的な
解決策が見出されていない。この課題解決の
ために、本研究では、中期的な視点から、①
風評被害などのショックの影響から消費者
の需要を回復させる上で有効な、消費者が信
頼を寄せる情報を検証すると共に、②生産者
が食の安全確保のために払う努力を動学的
に解明し、これらを合わせて、③食の安全性
に関する外生的ショックに対する消費者の

需要の激減を防止し、生産者の手抜きを抑制
し、適正な努力を行っている生産者が報われ
る効率的な情報公開制度の設計を行う。 
 
３．研究の方法 
第１の課題「消費者が信頼を寄せる情報の

検証」では、日本人が一番なじみのある果物
であり、また扱いが容易であるみかんを用い
て合計３１６人の学生と一般人を対象に、実
験と仮想調査のもとで、以下のような選択用
紙をもとに、二酸化炭素量と価格から１２回
みかんを選ぶ。 

 
 みかん A みかん B みかん C 
価格（円） 35 25 45 
二酸化炭
素量（ｇ） 

30 20 40 

一つ選ん
で下さい 

□ □ □ 

理由を一
つ選んで
下さい 

□価格□二酸化炭素□見かけ 
□その他 

 
この選択用紙で使用されている価格のレ

ベルは１個当たり２５、３５、４５円である。
このレベルは研究実施地域で販売されてい
る M サイズのみかんの価格をもとに設定さ
れている。二酸化炭素量のレベルは２０、３
０、４０グラムである。このレベルは和歌山、
愛媛、熊本のそれぞれから購入していること
から、それぞれの地域において生産および箱
詰め、大阪までの運送、そして店舗販売での
パッキングのすべての過程において排出さ
れた二酸化炭素排出量に基づいている。 
 
地域 総量 生産 箱詰 運送 パ ッ

キ ン
グ 

和 歌
山 

23.1g 16.3 0.4 1.5 4.7 

愛媛 32.2g 20.3 0.4 6.5 4.7 
熊本 34.3g 16.5 0.4 12.4 4.7 
 
実験では実際にみかんを目の前にして、１

２回分の選んだみかんを持ち帰りできる。仮
想ではみかんの写真をもとにみかんを選ぶ。 
事後質問紙において人々の環境選好を示

す変数として Robert (1996) 環境心理尺度を
用いた。この質問では家電などの一般的な環
境に対する意識について質問し、５段階尺度
の回答選択肢から選ぶ。 

課題２の「生産者の安全確保努力の動学的
検証」では理論構築を行った。消費者と生産
者のリスクを介するための努力を内生変数



とし、価格や損失額などを外生変数とする。
リスク発生関数は消費者と生産者の努力変
数および情報プロバイダーの情報からなる。
この時、情報媒介者の存在の有無による消費
者の効用関数最大化問題と生産者の利潤最
大化問題をそれぞれ解き均衡解を算出する。
ここで用いられているモデルは消費者と生
産者の両者ともに努力に関して不確実性を
持つダブルモラルハザードを考えている。こ
れは食品というペリシャブルグッズという
特性をモデルにおいて表現するためである。 
 
４．研究成果 
第１の課題「消費者が信頼を寄せる情報の

検証」では実験および調査の結果、まず質問
紙の環境心理尺度の結果は以下の表のとお
り、実験と調査のどちらとも、高い環境意識
グループと低いグループにおいて差を観察
した。 

 
また参加者の個人属性の結果は以下の表

で示されている。実験も調査も環境意識の高
いグループにおいて低いグループに比べて
女性の割合が高いこと、年齢も高いこと、所
得も高いこと、高校・専門学校卒が多いこと
が分かる。 

 
以 下 の 表 は 実 験 と 調 査 の Random 

Parameter logit model の推定結果を示して
いる。被説明変数は選択結果である。被説明
変数は選択時において用いた価格と二酸化

炭素量だけでなく、環境心理尺度（High 
EC=1 if a person belongs to the high 
environmental consciousness group）や女性
（Femal =1 if a peson is a female）、30 歳以
上の年齢（Over 30= 1 if a peson is over 30 
years olds）、高所得（High income =1 if a 
person’s annual income is over 5,500,000 
JPY）、学歴（Univ=1 if a person’s graduate 
is a university or a graduate univesity）個
人属性である。実験と調査のどちらにおいて
も、食品を対象とした時も一般的に環境意識
の高い人は低い人に比べて二酸化炭素削減
への支払意志額は高い。女性や若者も高いグ
ループの方が二酸化炭素削減を好む傾向を
示している。実験と仮想調査において仮想的
な支払意志額の方が実験よりも高くなる
Hypothetical bias の発生が確認されなかっ
た。 

 
 
Notes: Marginal WTP represents mean 
values and 95% confidential bounds. 
Standard errors are in parentheses. ***, **, 
and * denote that the parameters are 
different from zero at the 1%, 5%, 10% 
significance levels, respectively. 
 
この結果から課題２の「生産者の安全確保

努力の動学的検証」のための理論モデルでは、
環境要因も含めた消費者と生産者の両者の
努力によってリスクが決まる関数を作成し
た。 
消費者の効用関数(i=0)： 
EUi=y-pq+V(q)-θ(e,m,i) Lc-g(e) 
生産者の利潤関数(i=0)： 
EΠp=pq-C(q)-θ(e,m,i) Lf-H(m) 
リスク発生関数： 
θ(e,m,i)＝(e+i)(m+i)/a 
このモデルで用いる変数は次のとおりであ
る。y は所得、p は価格、q は数量、V(q)は消



費者の消費したことにより得る満足度、e は
消費者の努力変数、m は生産者の努力変数、
i は情報を提供する媒体の情報、θ(e,m,i)はリ
スク確率関数、Lc はリスク発生による消費者
の損失額、g(e)は消費者の努力コスト関数、
C(q)は生産者の生産コスト関数、Lf はリスク
発生による生産者の損失額、H(m)は生産者の
努力コスト関数、a はパラメータである。 
そしてその市場にリスク情報を提供する

媒体を両者の関数に内生変数とし加えて、消
費者と生産者のリスク回避努力に加えて情
報提供者の存在を理論的に考察した。 
消費者の効用関数： 
EUi=y-pq+V(q)-θ(e,m,i) Lc-g(e)-Fc 
生産者の利潤関数： 
EΠp=pq-C(q)-θ(e,m,i) Lf-H(m)-c(i)-Fp 
これらの関数から導き出される均衡値より、
適切な行動を促すためには情報プロバイダ
ーによる情報提供が重要であることを示し
た。 
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